
宮崎県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月19日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県規則第５号

宮崎県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県心身障害者扶養共済制度条例施行規則（昭和45年宮崎県規則第30号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別記様式第２号を次のように改める。
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頁

規 則

○宮崎県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の

一部を改正する規則………………………………（障害福祉課）１

○宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例施行

規則の一部を改正する規則………………………（建築住宅課）６

告 示

○救急病院の認定……………………………………（医療薬務課）６

○保育士試験規程を廃止する告示…………………（こども政策課）６

○道路の区域の変更（４件）………………………（道路保全課）７

○道路の供用の開始（３件）………………………（道路保全課）７

○建築基準法に基づく道路の位置の指定（２件）（建築住宅課）８

公 告

○特定非営利活動法人の定款の変更認証の申請…（生活・協働・男女参画課）８

○大規模小売店舗の新設に関する届出……………（商業支援課）８

○県営土地改良事業に係る換地処分（３件）……（農村整備課）９

○都市計画の変更図書の写しの縦覧（３件）……（都市計画課）９

選挙管理委員会告示

○選挙権を有する者の総数の50分の１の数及び３

分の１の数……………………………………………………………10

○選挙区における選挙権を有する者の総数の３分

の１の数………………………………………………………………10
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害 1害

発 行 宮 崎 県

印 刷 宮崎市旭１丁目６番25号

小 柳 印 刷 株 式 会 社

目 次

規規 則則

改正後改正前

２ ［略］２ ［略］

（年金の給付） （年金の給付）

第７条 条例第７条第１項の規定により年金の給付を受けようとす 第７条 条例第７条第１項の規定により年金の給付を受けようとす

る者は、年金給付請求書（別記様式第８号）に次の表の左欄の区 る者は、年金給付請求書（別記様式第８号）に次の表の左欄の区

分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる書類を添えて知事に提出 分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる書類を添えて知事に提出

しなければならない。 しなければならない。

添 付 書 類区 分

［略］

１ 重度障害診断書（別記様式第10号）

２～４ ［略］

加入者が重度障

害の状態となっ

た場合

添 付 書 類区 分

［略］

１ 障害診断書（別記様式第10号）

２～４ ［略］

加入者が重度障

害の状態となっ

た場合
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別記様式第10号を次のように改める。

改正後改正前

様式第８号（第７条関係） 様式第８号（第７条関係）

［略］ ［略］

（添付書類） （添付書類）

１ ［略］ １ ［略］

２ 加入者が重度障害の状態となった場合 ２ 加入者が重度障害の状態となった場合

（１） 重度障害診断書 （１） 障害診断書

（２）・（３） ［略］ （２）・（３） ［略］

［略］ ［略］
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別記様式第29号を次のように改める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成21年４月１日から施行する。

（用紙に関する経過措置）

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の宮崎県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の規定に定める様式による用紙は

、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。
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宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月19日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県規則第６号

宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則（平成９年宮崎県規則第53号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（割増賃料） （割増賃料）

第31条 条例第54条第２項の規則で定める額は、条例第51条の家賃 第31条 条例第54条第２項の規則で定める額は、条例第51条の家賃

又は条例第52条の規定により変更し、若しくは別に定める家賃の 又は条例第52条の規定により変更し、若しくは別に定める家賃の

額に次の各号に掲げる収入（住宅令第１条第３号に規定する収入 額に次の各号に掲げる収入（住宅令第１条第３号に規定する収入

をいう。以下同じ。）の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める をいう。以下同じ。）の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

率を乗じて得た額（ 100円未満の端数を生じたときは、これを切 率を乗じて得た額（ 100円未満の端数を生じたときは、これを切

り捨てた額）とする。 り捨てた額）とする。

（１） 13万 7，000円（条例第49条第２号アに掲げる場合にあって （１） 11万 4，000円（条例第49条第２号アに掲げる場合にあって

は、17万 8，000円）を超え20万円以下の場合 0．3 は、13万 9，000円）を超え15万 8，000円以下の場合 0．3

（２） 20万円を超え24万 2，000円以下の場合 0．5 （２） 15万 8，000円を超え19万 1，000円以下の場合 0．5

（３） 24万 2，000円を超える場合 0．8 （３） 19万 1，000円を超える場合 0．8

２ ［略］ ２ ［略］

（特定公共賃貸住宅の入居者の所得の額） （特定公共賃貸住宅の入居者の所得の額）

第34条 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則（平 第34条 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則（平

成５年建設省令第16号）第７条第１号の知事が定める額は、60万 成５年建設省令第16号）第７条第１号の知事が定める額は、48万

1，000円とする。 7，000円とする。

（地域特別賃貸住宅の入居者の収入の基準） （地域特別賃貸住宅の入居者の収入の基準）

第35条 条例第61条第２号の規則で定める収入の基準は、入居の申 第35条 条例第61条第２号の規則で定める収入の基準は、入居の申

込みをした日において、20万円以上60万 1，000円以下の範囲とす 込みをした日において、15万 8，000円以上48万 7，000円以下の範

る。 囲とする。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成21年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例（平成９年宮崎県条例第25号）第３条第１項第３号の改良県営住宅

に入居している者に係る宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例第54条第２項に規定する割増賃料の額については、平成26年３月31日

までの間は、この規則による改正後の宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則第31条第１項の規定にかかわらず、なお従前の

例による。

宮崎県告示第 196号

次の医療機関を、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第

８号）第１条第１項に規定する救急病院と認定した。

平成２１年３月１９日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 名称及び所在地

２ 救急病院の認定の有効期間

平成21年３月20日から平成24年３月19日まで

告告 示示 所 在 地名 称

小林市大字細野2235番地３小林市立市民病院

保育士試験規程を廃止する告示をここに公表する。

平成21年３月19日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 197号

保育士試験規程を廃止する告示

保育士試験規程（平成16年宮崎県告示第 189号）は、廃止する。

附 則
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宮崎県告示第 198号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成21年３月19日から平成21年４月２日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１９日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 199号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成21年３月19日から平成21年４月２日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１９日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 200号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成21年３月19日から平成21年４月２日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１９日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 201号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成21年３月19日から平成21年４月２日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１９日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 202号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成21年３月19日から平成21年４月２日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１９日

宮崎県知事 東国原 英 夫

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

259.59.3 ～

11.4

旧宮崎市大字

瓜生野字前

原2994番５

地先から同

市大字大瀬

町字大平田

2328番１地

先まで

宮崎須

木線

県道26

259.510.2 ～

30.8

新

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

918.54.0 ～

57.0

旧小林市須木

大字下田字

坂元谷 112

番 226地先

から同市須

木同大字同

字 112番 1

23地先まで

宮崎須

木線

県道26

301.08.8 ～

46.5

新

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

20.317.5 ～

19.3

旧宮崎市池内

町陳ノ平 5

64番１地先

から同市同

町陳ノ平 5

64番１地先

まで

宮崎高

鍋線

県道44

20.319.0 ～

30.6

新

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

5.44.2 ～

4.4

旧延岡市北方

町板下字片

地戌79番３

地先から同

市同町板下

同字戌79番

３地先まで

大保下

曽木停

車場線

県道215

5.46.4 ～

7.0

新

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成21年３月25日小林市須木

大字下田字

坂元谷 112

番 226地先

から同市須

木同大字同

字 112番 1

23地先まで

宮崎須

木線

県道26

この告示は、公表の日から施行する。
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宮崎県告示第 203号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成21年３月19日から平成21年４月２日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１９日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 204号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成21年３月19日から平成21年４月２日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１９日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 205号

建築基準法（昭和25年法律第 201号）第42条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定した。

平成２１年３月１９日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 206号

建築基準法（昭和25年法律第 201号）第42条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定した。

平成２１年３月１９日

宮崎県知事 東国原 英 夫

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第４項の規

定により、次のとおり特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があった。

平成２１年３月１９日

宮崎県知事 東国原 英 夫

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条第１項の規

定により、大規模小売店舗の新設に関する届出があったので、届出

書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。

なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成21年３月19日宮崎市池内

町陳ノ平 5

64番１地先

から同市同

町陳ノ平 5

64番１地先

まで

宮崎高

鍋線

県道44

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成21年３月19日延岡市北方

町板下字片

地戌79番３

地先から同

市同町板下

同字戌79番

３地先まで

大保下

曽木停

車場線

県道215

指 定

年月日

道路の概要

（メートル）位 置
申請者

氏 名

指定

番号
延長幅員

平成21

年２月

24日

34.975.00串間市大字西方字

添田橋5373番８

株式会社

丸商建設

代表取締

役榎木田

（串間）

20－１

統治

指 定

年月日

道路の概要

（メートル）位 置
申請者

氏 名

指定

番号
延長幅員

平成21

年３月

３日

90.436.02東諸県郡綾町大字

入野字川原元3360

番１

千田毅（高岡）

20－１

公公 告告

定款に記載され
た目的

主たる事
務所の所
在地

代表者の氏名名 称
申請
年月
日

この法人は、

あらゆる世代の

人達がお互いの

交流を通して、

地域の中で人間

関係を深め、孤

立よりも共同の

生活を精神的糧

とできることを

目指し、高齢者

には憩いの場を

提供、児童及び

その家族に対し

ては、健全育成

、子育て支援事

業を行い、地域

発展のために尽

力し、広く公益

に貢献すること

を目的とする。

宮崎県児

湯郡新富

町大字新

田8339番

地

田中 稔特定非営利

活動法人

ライフカン

パニー新富

平成

21年

２月

26日
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環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日

から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。

平成21年３月19日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）タイヨー日南店

日南市大字星倉字貝守4426番２ 外19筆

２ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法

人にあっては代表者の氏名

オリックス・アルファ株式会社 代表取締役 坂本修二

東京都港区芝３丁目22番８号

３ 当該大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及

び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社タイヨー 代表取締役 清川和彦

鹿児島県鹿児島市南栄３丁目14番地

４ 大規模小売店舗の新設をする日

平成21年11月６日

５ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

2，973愛

６ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

茨 駐車場の位置及び収容台数

建物敷地東側 157台

芋 駐輪場の位置及び収容台数

東側建物東側（謂１） 12台

東側建物東側（謂２） 16台

西側建物西側（謂３） 16台

西側建物北側（謂４） ８台

合計 52台

鰯 荷さばき施設の位置及び面積

東側建物南側（謂１） 130愛

西側建物西側（謂２） 50愛

合計 180愛

允 廃棄物等の保管施設の位置及び容量

東側建物内南側（謂１） 20．1逢

西側建物内西側（謂２） 4．5逢

合計 24．6逢

７ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

茨 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店

時刻

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後11時

芋 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時30分～午後11時30分

鰯 駐車場の自動車の出入口の数及び位置

建物敷地北側 １箇所（出入口）

允 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時～午後８時

８ 届出年月日

平成21年３月５日

９ 届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成21年３月19日から平成21年７月21日まで

10 意見書の提出先及び期間

茨 提出先

宮崎県商工観光労働部商業支援課

芋 期間

平成21年３月19日から平成21年７月21日まで

11 意見書の記載事項

意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地

域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも

に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売

店舗の名称を日本語により記載すること。

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第89条の２第９項の規定に

より、横市地区志比田・源野換地区県営土地改良事業（都城市、県

営経営体育成基盤整備事業）に係る換地処分をした。

平成21年３月19日

宮崎県知事 東国原 英 夫

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第89条の２第９項の規定に

より、横市地区横市・南横市・蓑原換地区県営土地改良事業（都城

市、県営経営体育成基盤整備事業）に係る換地処分をした。

平成21年３月19日

宮崎県知事 東国原 英 夫

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第89条の２第９項の規定に

より、船引地区県営土地改良事業（清武町、県営特殊農地保全整備

事業）に係る換地処分をした。

平成21年３月19日

宮崎県知事 東国原 英 夫

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用

する同法第20条第１項の規定により、都市計画の図書の写しが送付

されたので、次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成２１年３月19日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 都市計画を定める者の名称

宮崎市

２ 都市計画の種類及び名称

宮崎広域都市計画用途地域

３ 縦覧場所

宮崎県県土整備部都市計画課

宮崎県宮崎土木事務所

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用

する同法第20条第１項の規定により、都市計画の図書の写しが送付

されたので、次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成２１年３月19日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 都市計画を定める者の名称

都城市

２ 都市計画の種類及び名称

都城広域都市計画道路

３・６・53号 菖蒲原通線
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３ 縦覧場所

宮崎県県土整備部都市計画課

宮崎県都城土木事務所

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用

する同法第20条第１項の規定により、都市計画の図書の写しが送付

されたので、次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成２１年３月19日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 都市計画を定める者の名称

串間市

２ 都市計画の種類及び名称

串間都市計画公共下水道

３ 縦覧場所

宮崎県県土整備部都市計画課

宮崎県串間土木事務所

宮崎県選挙管理委員会告示第10号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項及び第75条第１

項に規定する選挙権を有する者の総数の50分の１の数並びに同法第

76条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教育行政の

組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第 162号）第８条第１項

に規定する選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40

万を超える場合にあつては、その超える数に６分の１を乗じて得た

数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、平成

21年３月２日現在次のとおりである。

平成21年３月19日

宮崎県選挙管理委員会委員長 川 崎 浩 康

選挙権を有する者の総数の50分の１の数 18，750人

選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え

る場合にあつては、その超える数に６分の１を乗じて得た数と40万

に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数） 222，912人

宮崎県選挙管理委員会告示第11号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第80条第１項に規定する選挙

権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超える場合

にあつては、その超える数に６分の１を乗じて得た数と40万に３分

の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、平成21年３月２日現

在次のとおりである。

平成21年３月19日

宮崎県選挙管理委員会委員長 川 崎 浩 康

宮崎市選挙区 99，445人

都城市選挙区 46，248人

延岡市選挙区 36，415人

日南市（南那珂郡南郷町及び北郷町の区域を含む。）選挙区

16，595人

小林市選挙区 11，238人

日向市選挙区 17，240人

串間市選挙区 6，105人

西都市（児湯郡西米良村の区域を含む。）選挙区 9，656人

えびの市選挙区 6，429人

宮崎郡選挙区 7，382人

北諸県郡選挙区 6，507人

西諸県郡選挙区 5，390人

東諸県郡選挙区 8，091人

児湯郡（西米良村の区域を除く。）選挙区 20，356人

東臼杵郡選挙区 8，720人

西臼杵郡選挙区 6，680人

選挙管理委員会告選挙管理委員会告示示
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